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第 1 章：問題 

近年, 日本では転職が一般的になっており（厚生労働省 2023）, 企業の人材確保は中途採用

が中心となりつつある。中途採用者には新卒者とは異なる組織適応課題が存在し（尾形 , 2017）, 

中途採用者の円滑な組織適応を支援するための施策を実施することが求められる。そのため, 中

途採用者の組織社会化（高橋, 1993）を促進させるための働きかけである組織社会化戦術につい

て, より効果的な施策を検討する必要がある。また, テレワークの普及により, 上司や同僚から対

面でのサポートを受ける機会が減少し, 組織社会化が十分に進まない可能性が考えられる。 

 

第 2 章：目的 

本研究では中途採用者に対する組織からの働きかけ（社会化戦術）に着目し , 組織社会化, 

情緒的コミットメント, 精神症状, ワーク・エンゲイジメント, 離職意思との関連を検討する。また, テ

レワークの頻度によってこれらを比較し, テレワークの頻度による違いを検討することを目的とする。 

仮説 1. テレワーク頻度が低いほど組織社会化がなされている。 

仮説 2. 社会化戦術のうち, 職場内コミュニケーション, 役割・キャリアパスの明示, 経験・知見の

尊重と活用がなされているほど, 組織社会化がなされている。 

仮説 3. 組織社会化がなされていると, 情緒的コミットメント，ワーク・エンゲイジメントは高く, 精神

症状, 離職意思は低い。 

仮説 2 と 3について, テレワーク頻度による関連性の違いについて探索的に検討する。 

 

第 3 章：方法 

桜美林大学研究活動倫理委員会の承諾後, Web 調査会社に調査を委託した。 

対象者は, Web調査会社に登録している関東一都三県在住の大学卒業者であり, 転職後 4年

未満かつテレワーク導入率の高い業種に属する正規雇用の中途採用者(25～39 歳)とした。合計

300 名を対象とし, テレワーク頻度(テレワークなし, 週 2 日以下, 週 3 日以上)にもとづき 3 群に

分け, 各群 100 名を設定した。そのうち, 回答が不適切であるものを除いた 239 名のデータを分

析対象とした。 

調査では, 社会化戦術尺度, 組織社会化尺度, 情緒的コミットメント尺度, 精神症状尺度, ワ

ーク・エンゲイジメント尺度, 離職意思尺度, 基本属性, テレワーク状況に関する質問を実施した。

分析は, IBM SPSS Statistics Ver.27 を使用した。 

 

第 4 章：結果 

社会化戦術は組織社会化とおおむね中程度の正の相関が見られた。  

「組織社会化計」は「情緒的コミットメント」「ワーク・エンゲイジメント計」と中程度の正の相関が見

られ, 「精神症状」「離職意思」とは弱い負の相関が見られた。 

テレワーク頻度にもとづき 3 群に分け, 各尺度得点について分散分析を行った結果, テレワー

ク頻度が「週 2 日以下」の群は「テレワークなし」の群よりも「社会化戦術計」「役割・キャリアパスの

明示」「組織社会化計」「集団社会化」「タスク社会化」の得点が高い傾向が見られた。 

次に, テレワーク頻度と社会化戦術および組織社会化の関連について検討するために, 階層

的重回帰分析を行ったところ, タスク社会化に対して, テレワーク頻度と職場内コミュニケーション

との交互作用が認められ, テレワーク頻度が高いほど職場内コミュニケーションとの関連性が強い

ことが明らかとなった。 
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さらに, テレワーク頻度, 社会化戦術, 組織社会化を説明変数とし, アウトカム変数を目的変数

とした階層的重回帰分析を実施したところ, 情緒的コミットメントに対して, テレワーク頻度と職場内

コミュニケーション, 役割・キャリアパスの明示, 研修・学習機会の提供において交互作用が見られ, 

いずれもテレワーク頻度が高いほど, それらの要素との関連性が強くなることが示された。また, ワ

ーク・エンゲイジメントに対して, 社会化戦術計, 役割・キャリアパスの明示, 研修・学習機会の提

供, 中途採用者同士の交流において交互作用が見られ, いずれも同様にテレワーク頻度が高い

ほど, それらの要素との関連性が強くなることが示された。最後に, 離職意思に対して, テレワーク

頻度と役割・キャリアパスの明示において交互作用が見られ, テレワーク頻度が高いほど役割・キ

ャリアパスの明示との関連性が強くなることが明らかとなった。 

 

第 5 章：考察 

テレワーク頻度に関して, 週 2日以下の群は組織社会化が高い傾向を示し, 適度な出社による

対面コミュニケーションが組織社会化に寄与する可能性が示唆された。一方, テレワーク頻度が高

くなると, 職場でのサポート減少し, 組織社会化が進まないリスクが考えられる。そのため, テレワ

ークと出社を組み合わせた柔軟な働き方が, 組織社会化を支援するために有効な要因となる可能

性がある。 

社会化戦術に関しては, 役割や昇進パターンの明示, 企業文化や理念の教育,前職経験の尊

重などが組織社会化の促進と関連していることが示唆された。また, 組織社会化がなされていると, 

情緒的コミットメントやワーク・エンゲイジメントが高く, 精神症状や離職意思が低い傾向が見られた。 

さらに, テレワーク頻度と社会化戦術の関連については, テレワーク頻度が高いほど, 職場内コ

ミュニケーションの場を設けることが, タスク社会化に有効であることが示された。オンラインでのや

り取りやキャリアパスの明示が. 情緒的コミットメントやワーク・エンゲイジメントを高め, 離職意思を

低減させる可能性が示唆された。 

 

第 6 章:まとめ 

本調査の結果, テレワーク状況下では, 職場内コミュニケーション, 役割・キャリアパスの明示, 

研修・学習機会の提供, 中途採用者同士の交流といった社会化戦術が, パフォーマンスを発揮さ

せるための施策として有効であることが示唆された。 

課題として, 回答者のストレートライン回答の多さや, テレワークなし群におけるテレワーク状況

について詳細に検討が挙げられる。 
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